
○ 国の財務書類の公表の早期化に関する意見があったことを踏まえ、見込値での公表につ

いて検討してきたところ。

○ 具体的には、過去５ヵ年にわたり、各省庁から10月に提出される一般・特別会計が合算さ

れた財務書類に基づき計算した見込値と確定値との誤差を検証した結果、各計算書の合計

値で兆円単位の数値に影響を及ぼすような大きな誤差は生じなかった。

○ 情報開示の更なる充実を図るため、令和７年度決算分より、国の財務書類の速報として、

見込値による「国の財務書類のポイント」と同様の形式での財務書類３表を公表（例年、歳入

歳出決算の国会提出が行われる11月を目途）してはどうか。

「国の財務書類」の公表の早期化（見込値の公表）について

＜公表イメージ（案）＞

資料１－３

◇ 令和６年度「国の財務書類」の概要（見込み）を公表します。※確定値は１月公表予定（注）

【ストックの見込み】
・令和６年度末における国の資産合計は783.5兆円、負債合計は1,483.5兆円となり、資産・負債差額

は前年度末に比べ4.3兆円マイナス幅が拡大し、△700.0兆円となる見込みです。

【フローの見込み】
・令和６年度の国の業務費用合計は174.6兆円、財源合計158.3兆円となり、△16.2兆円の超過費用

となる見込みです。

(単位：兆円）

５年度末
６年度末
（見込値）

増▲減 ５年度末
６年度末
（見込値）

増▲減

<資産の部> <負債の部>

現金・預金 65.4 55.2 ▲ 10.2 未払金等 12.6 14.0 1.5
有価証券 142.3 139.8 ▲ 2.5 政府短期証券 94.8 82.0 ▲ 12.7
たな卸資産 4.3 4.4 0.1 公債 1,164.3 1,184.7 20.4
未収金等 12.1 12.1 ▲ 0.0 借入金 34.2 33.9 ▲ 0.3
前払費用 2.4 4.0 1.6 預託金 10.5 8.9 ▲ 1.6
貸付金 122.3 132.3 10.0 責任準備金 9.8 10.0 0.2
運用寄託金 115.6 118.1 2.4 公的年金預り金 125.5 128.6 3.1
その他の債権等 14.0 15.1 1.1 退職給付引当金等 5.5 5.3 ▲ 0.1
貸倒引当金 ▲ 1.3 ▲ 1.2 0.1 その他の負債 16.8 16.0 ▲ 0.7
有形固定資産 196.7 198.6 1.8 負債合計(B) 1,473.8 1,483.5 9.7
無形固定資産 0.5 0.6 0.1 <資産・負債差額の部>

出資金 103.7 104.6 0.8 ▲ 695.7 ▲ 700.0 ▲ 4.3

資産合計（A） 778.1 783.5 5.4
負債及び
資産・負債差額合計 778.1 783.5 5.4

貸借対照表

資産・負債差額(C)

(単位：兆円） (単位：兆円）

５年度
６年度

（見込値）
増▲減 ５年度

６年度
（見込値）

増▲減

人件費 5.2 5.5 0.3 前年度末資産・負債差額 ▲ 702.0 ▲ 695.7 6.3

社会保障給付費 52.2 53.7 1.5 本年度業務費用合計 170.4 174.6 4.2

補助金・交付金等（注１）（注２） 71.4 67.5 ▲ 3.9 租税等収入 77.4 81.1 3.7

地方交付税交付金等 22.0 24.2 2.2 保険料等収入（注３） 59.7 61.6 2.0

減価償却費 5.6 5.9 0.4 その他 14.3 15.6 1.3

支払利息 6.7 8.0 1.4 財源合計(E) 151.3 158.3 7.0

その他の業務費用 7.3 9.8 2.4 ▲ 19.0 ▲ 16.2 2.8

資産評価差額 4.5 4.1 ▲ 0.4

為替換算差額 21.3 9.4 ▲ 11.9
公的年金預り金
の変動に伴う増減 ▲ 2.5 ▲ 3.1 ▲ 0.6
その他資産・負債
差額の増減 2.0 1.4 ▲ 0.6

170.4 174.6 4.2 ▲ 695.7 ▲ 700.0 ▲ 4.3

業務費用計算書 資産・負債差額増減計算書

上
記
以
外

  業務費用合計(D) 本年度末資産・負債差額(C)

超過費用（財源－業務費用）（F）

（注）確定値において計数が変更となる場合があります。
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